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研究成果の概要： 
 １９９０年代に入り国際社会で頻繁に使われるようになった概念として、「平和構築」と「紛

争後社会」の２つが挙げられる。平和構築の理念は、国連を中心とする国際機関の活動を通じ

て、紛争後社会に対する外部アクター関与型の国づくりとして実態化されていった。しかし現

在も過去も、平和構築過程を経て誕生した「国家」の実態は、平和構築概念の掲げる理念より

も、紛争後社会に関与した外部アクターの意図に左右されることを、理論、外交史、地域研究

といった多様なアプローチから比較検証した。 
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 直接経費 間接経費 合 計 
２００６年度 1,300,000 0 1,300,000 

２００７年度 1,000,000 300,000 1,300,000 

２００８年度 900,000 270,000 1,170,000 

年度  

  年度  

総 計 3,200,000 570,000 3,770,000 
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科研費の分科・細目：政治学・国際関係論 
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１．研究開始当初の背景 
 これまでの紛争後社会に関する研究は、個
別のケースを綿密に分析することに主眼が
おかれていた。それに対し本研究は以下の 2
点の特色を持つ。第１に紛争後社会の自立・
復興にかかわる様々なアクターの役割・貢献
に焦点を当てている。さらに第２に、本研究
の責任者及び分担者の研究アプローチが、市
民社会や市民権に関する理論的アプローチ、
外交史・帝国史研究といった歴史的アプロー

チ、東南アジア市民社会に焦点を当てた地域
研究アプローチと多岐にわたっている点を
利用し、それぞれのアプローチに基づいた研
究の相互発展を目指すことができる。 

上記の２点を特徴とする本研究において
は、紛争後社会に関するグランド理論の形成
を追求するものではない。そうではなく、個
別のケースの積み重ねからは導き出せない、
グランド理論とミクロな実証研究の融合す
る中範囲的な理論提言を最終的には目指す。 
 



２．研究の目的 
本研究の目的は、紛争後社会の自立に向け、

国際的な支援が行われる誘因及び形態に関
して、様々なアクターに着目した比較分析を
行うことである。研究分担者が、歴史学、地
域研究、国際関係論それぞれの異なる立場か
ら、①紛争後社会に国際的支援が行われる誘
因は何か、②誰がどのような方法で、国際的
支援をおこなうのか、③紛争後社会内の主体
的な復興・再建運動の発展に、国際支援がど
のように寄与しうるか、の３つの設問につい
て検討した。 
その際、着目するのは紛争後社会の自立・

再建過程に関与する様々なアクターの活動
である。そうすることで、紛争原因の根本的
解決に向けて、国家、国際機関、地域組織、
NGO などの取る行動を、「責任あるアクター」
としての妥当性の観点から分析する。またそ
の過程において「責任あるアクター」の意味
についても、理論研究、個別具体的な事例研
究の両方を通して、現代の国際社会で想定さ
れる像について探求していく。実際のケー
ス・スタディーの積み重ねに力点を置く既存
の研究とは異なり、本研究では、多様な学問
分野の立場から、紛争後社会の復興に従事す
る多様なアクターを個別に取り上げること
で、上記の３つの設問にこたえようと試みた。 
 
 
３．研究の方法 
 本研究は、理論研究、地域研究、政策分析
に携わる研究分担者が、それぞれ具体的に実
証分析を行う。その上で、分析結果を比較研
究する。本研究の特徴は、専門分野および分
析アプローチの異なる者があつまることで、
分野横断という意味での水平的な比較検証、
時代横断という意味での垂直的な比較検証
を通じた研究を行うという点にある。このよ
うな2方向からの比較検討過程を経ることで、
紛争後社会の自立・復興に向けた試みと、そ
れに対する国際的支援の意義およびその是
非を総合的に議論する。 
 
 
４．研究成果 
 従来の研究は紛争防止、紛争解決に向けた
介入方法といったように、紛争前、紛争中に
焦点が当てられており、紛争後社会に関する
研究はまだ少ない。また、数少ない既存の研
究の中では、国際社会の責務や貢献を、倫理
や正義との関係で理論的に議論するものか、
もしくはそれぞれの紛争事例を個別に分析す
るものが大半である。そこで本研究は、これ
までの研究の蓄積を踏まえて、様々な学問分
野における研究を比較分析することで、実証
と理論を結び付けようと試みた。 
 本研究を通じてえた成果としては、「紛争

後社会」をめぐる様々なアクターの活動を歴
史性の中において分析することで、「紛争後
社会」および「平和構築」という 2 つの鍵概
念が各時代の各国の政策立案者の意図によっ
て恣意的に発展してきた過程が明らかになっ
た点である。類似の語句が、第 2 次大戦後の
東南アジアに対するイギリス外交、フィリピ
ンに対する 20 世紀を通じたアメリカ外交、第
2 次大戦後の難民保護をめぐる国際体制とい
った異なる政策領域でみられる。しかしこの
語句の指し示す具体的な内容は、その時々の
国際情勢に大きく影響を受けており、それぞ
れ大きく異なっている。この点について、堀、
永野、柄谷、上村はそれぞれの事例研究を通
じて議論・分析し、「紛争後社会」という概
念に隠された恣意性を明らかにするに至った。 
 研究開始当初から、学術分野での成果と教
育にいかせる成果の 2 点を本研究の目標とし
て掲げていた。まず学術分野においては、図
書という形で 11、論文 8、学会報告 5 件の成
果を上げることができた。最終年度には、こ
れまでの各人の成果を取りまとめた報告書を
作成し、3 年の研究期間中に専門知見の提供
をいただいた外部の専門家や専門機関に配布
し、その成果を問うた。また、日本平和学会
2008 年度秋期研究集会・東南アジア分科会で
は、口頭報告という形でも研究成果を発表し
た。 
 さらに教育貢献については、本研究を締め
くくるにあたり、2009 年 2 月 3日に研究成果
を披露する報告会を開催した。神戸大学大学
院国際協力研究科トランスナショナル特講参
加者を前に、堀は「フィリピン国民国家建設
における外部アクターとしてのアメリカ」、永
野は「戦後復興とイギリス帝国：戦後の東南
アジアにおける食糧危機をめぐって」、柄谷は
「難民概念の創出と変容：20 世紀国際社会に
おける国家と国際秩序の下で」という題でそ
れぞれ報告を行った。上記の 3本に、上村の
「国連の『平和構築（Peace-Building）』と米
国の『国民形成（Nation-Building）』との間
に隠れる政治トリック－日本における『平和
構築』概念研究に関する一考察－」を加えた
報告書をもとに、今後は各人がそれぞれ、さ
らなる出版および報告の機会を探すことにな
っている。 
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